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あらまし：全学的 e-learning 推進の取り組み第 2 弾の計画および評価方法を考察する。日本福祉大学では、科目ガ

イダンスのオンデマンド映像を全専任教員が開発し、履修登録前に学習目標や授業内容の確認を容易に

し、全学的な教育改革や FD 活動への展開に成功した。学生は授業の途中棄権人数の低減の形となって

現れ、教員へは、全専任教員が e-learning 制作に関わることで、e-learning 制作に対する不安や負担感の

減少につながり、理解を示す教員を増やすことができた。そこで、さらに e-learning を推進するため、学

習支援システムを教員自らが使いこなし、活用できるようにするために、「科目ガイダンス VOD」の取

組の次なる ICT を活用してもらうための展開・仕掛けを紹介するとともに、仮説に基づく効果と評価方

法について考察する。 
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日本福祉大学（以下、「本学」とする）では、全

学的に e-leaning を推進するために、開発支援体制

やガイドラインの整備という e-learning を推進し

ていくために不可欠な環境整備を進めつつ、教育実

践を行う教員自身に授業そのものを見直ししても

らい、e-learning および対面授業に対する教授法

等の意識改革を行うことが重要なポイントと認識

し、「科目ガイダンス VOD（Video on Demand の略）」

の開発を通じて、教員の e-learning に対する意識

改革を進めるなど、教員・学生への効果を着実に推

進してきた（仲道ら 2008）。その中で、（1）手厚い

開発支援体制の周知・整備をすること。（2）理解促

進のためにプロトタイプで提示すること。（3）教員

へのインセンティブの提供があること。の３つが必

要であることがわかった。さらに全学的な

e-learning 推進を展開していくための課題も明ら

かにできた。 

教員の意識改革をさらに展開していくためには、

ビデオオンデマンド（VOD）教材以外に学習支援シ

ステムのさまざまな機能を活用した授業展開を意

識付けしていくことが必要であると考える。教員や

学生は、e-learningとは、ビデオオンデマンド（VOD）

のことであると理解していることも把握できた。そ

うした認識をさらに改善していくことで、授業

（e-learning、対面を含む）を、効果的で、効率的

に、魅力ある授業としていくことにつながると考え

る。そのために、VOD 教材開発だけでなく、学習支

援システムを活用し、小テストや掲示板、ディスカ

ッション機能を活用することによる教授法の広が

りや対面講義とのブレンドによる授業展開などを

教員に紹介し、ICT を活用した教育実践事例や有効

な活用方法等をプロトタイプビデオを制作するな

どにより周知し、教員の意識をさらに変えていくこ

とが必要である。 

本講演では、さらに e-learningを推進するため、

教員の学習支援システムの活用や ICT 活用能力の

向上に向けた取り組みの計画を紹介するとともに、

効果および評価方法について考察する。 
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 学習支援システムおよび ICT を活用してもらう

ために、有効な活用方法や活用事例をプロトタイプ

ビデオ（紹介 VOD）の制作を行い、紹介していく。

ICT 活用事例を収集し、広く紹介してもらうために

も「ICT 活用支援制度」を立ち上げ、ICT 活用の教

育・研究に関して助成金を設け、教員へのインセン

ティブを確保する。また、教員・学生の ICT 活用ス

キルを評価するため、「ICT 活用能力基準」を策定

し、調査を実施する。調査結果より不得意とする分

野やニーズのある講習会・研修会を把握し、ICT 講

習会・研修会を実施し、教員・学生の ICT スキルの

向上を図る。そして、自発的なブレンド型授業展開

を希望する教員に対して、組織的に募集し、開発に

協力する。 
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学習支援システムの各種機能の説明・使い方 

や使いこなし方、活用事例等を「プロトタイプ VOD」
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として制作し、教授会や研修会を通じて、提案・紹

介する。同時に Web 上で自由に視聴できることも検

討する。プロトタイプを通じて活用イメージを共有

し、自身の科目の授業展開の検討に役立ててもらう。 
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ICT を活用した教育展開の取組事例を増やし、紹

介していく。教員間での相互の FD として、「ICT
活用教育取組支援制度」を学内で立ち上げた。ICT
活用支援制度とは、学習支援システムを活用した教

育展開や SNS（Social Networking Service）を活

用した教育展開、各種メディア・ホームページ等を

利用した教育展開など ICT を活用した教育展開の

取組を支援する制度である。応募は、教員（専任・

非常勤・学習指導講師等を含む）に限る。採択は、

公募による採択制とする。取組へのインセンティブ

として助成金を設ける。取組終了後には、報告書の

提出義務を課し、事例集として取組のエッセンスを

広く紹介するとともに各取組の成果を、学内で開催

されるＦＤ研修会や教授会等で発表し、共有する。

また、事例報告集の発行、Web 等での公開など

e-learning の普及活動に役立てるものとする。 
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教員の ICT 活用能力を向上させることも課題で

ある。手厚い開発支援体制を整備していても教員自

身で教材作成・パワーポイント作成等が可能となる

ことは、自身の教授方略に自由度を持たせ、より魅

力ある効果的・効率的な授業展開を図ることにつな

がると考える。そこで、教員の ICT 活用能力向上

に向けて、小・中・高校の生徒・教員に対して、文

部科学省が設定している「ICT 活用能力基準」をベ

ースに、高等教育版を独自に本学で定め、教授会を

通じてアンケートを実施する。毎年、点数化を行い、

ICT 活用能力基準の評価指標として活用する。アン

ケート結果からは、教員・学生の苦手とする部分を

明らかにする。 
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制作したい教員へ組織的にアプローチを行うこ

とで、より制作希望を行いやすくする。教授会を通

じて製作希望調査を全学的に進める。次年度に向け

た開発支援体制の整備や開発許容範囲を見定める

意味も持っている。教員の積極的な申し出を歓迎す

る仕組みとしていく。学習支援システムを活用した

授業展開も視野に入れ、「ゼミ紹介 VOD」企画の募

集も同時行う。ゼミ選択への参考ならびにゼミ活動

に掲示板・BBS 機能や資料の保管・提示機能の活

用も期待できる。 
また、ブレンド型授業は、授業時間換算を行い、

1回分の授業としてカウントする。学年歴上の授業

時間の確保（単位の実質化）により 2 単位 15 回の

授業を必須としており、1回分の授業にカウントで

きることは、インセンティブとなる。 
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 全学的に e-learning がどの程度推進されたかを

評価するため、紹介 VOD 等の取組に関してヒントを

得ることができたのか等をアンケート調査し、年次

比較する。ICT 活用能力基準調査の年次比較や講習

会等のアンケート結果、ブレンド型授業展開の増加

数によって、e-learning が推進されているかどう

かの指標とする。 
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いくつかの仕掛けにより、教員は、授業運営を行

う上で、これまで以上に e-learning を取り入れ、ど

ういった学習内容にはどういった授業方略を活用

するなど教員自ら考えるきっかけを増やすことに

つながり、FD 活動も活性化すると考える。 
今後は、教員一人で教室内の授業運営を考えるの

ではなく、チームやプロジェクトとして、授業展開

や教授方略を検討することが有効であると考える。

教員は専門知識を有しているもののインストラク

ショナルデザイン（ID）手法等は持ち合わせていな

い場合が多い。ＩＣＴを得意とはしない教員が、ICT
研修や ID 講習会を受講したとしてもすぐに ICT や

ID 手法を使いこなせるわけではない。よって、授

業を運営するにあたり、教育内容の専門知識、ICT
や ID の専門知識、学習指導の専門知識等を有する

ものがプロジェクト的に一つの授業を運営するこ

とが重要であると考える。 
授業運営をプロジェクト的に推進していくきっ

かけとして教員は、「科目ガイダンス VOD」の開発

において、チーム・プロジェクトとして科目ガイダ

ンス VOD コンテンツを作り上げ、開発工程におい

て体験している。つまり、教員は、授業構成・内容

を検討し、パワーポイント資料作成等の ICT 活用の

部分は、開発支援スタッフが協働して制作しており、

教員一人ではできなかった作りこみを可能にし、授

業展開を行っている。チーム・プロジェクトによる

授業運営は、より効率的で、効果的で、魅力ある授

業を展開できるよう、様々な専門家（教員、ID 者、

学習指導講師、等）が情報を共有し、ICT を得意と

しない教員等にかかわらず、教育・授業の充実を図

ることが可能となることを知り、さらに今回の仕掛

けにおいて活用方法の視野を広げていくことが必

要である。教員は、自身の研究充実・高度化を図っ

ていくことに時間を有効活用することもできると

考える。 
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